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（百万円未満切捨て）

１．平成20年４月期第３四半期の業績（平成19年５月１日　～　平成20年１月31日）

(1）経営成績 （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年４月期第３四半期 4,065 70.5 △163 ― △163 ― △165 ―

19年４月期第３四半期 2,384 49.3 △78 ― △76 ― △135 ―

(参考）19年４月期 3,334 45.7 △205 ― △203 ― △305 ―

１株当たり四半期
（当期）純利益

潜在株式調整後
１株当たり四半期
（当期）純利益

円 銭 円 銭

20年４月期第３四半期 △18,344 83 ― ―

19年４月期第３四半期 △15,208 56 ― ―

(参考）19年４月期 △34,332 38 ― ―

(2）財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年４月期第３四半期 1,510 783 51.8 86,742 77

19年４月期第３四半期 1,483 1,121 75.6 124,254 46

(参考）19年４月期 1,584 952 60.1 105,417 72

(3）キャッシュ・フローの状況  

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年４月期第３四半期 △277 △38 91 633

19年４月期第３四半期 △47 △60 △29 910

(参考）19年４月期 △126 △123 57 856

２．配当の状況

（基準日） 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭

19年４月期 ― ― ― ― ― ―

20年４月期 ― ― ― ― ― ―

20年４月期（予想） ― ― ― ― ― ―

３．平成20年４月期の業績予想（平成19年５月１日　～　平成20年４月30日）

 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 5,500 64.9 △180 ― △180 ― △182 ― △20,152 80
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４．その他

(1）四半期財務諸表の作成基準　　　　　　　　　　　　　　：　中間財務諸表作成基準

(2）最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無　　　　：　無

 

(3）会計監査人の関与　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　有

　四半期財務諸表については、東京証券取引所の「有価証券上場規程施行規則」の別添に定められている「四半期財

務諸表等に対する意見表明に係る基準」に基づく意見表明のための手続きを受けております。

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、今後の様々な不確定要素に

より、実際の業績と異なる場合があります。なお、業績予想に関する事項は、４ページをご参照ください。
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【定性的情報・財務諸表等】

１．経営成績に関する定性的情報

　当第3四半期におけるわが国経済は、企業収益が底堅く推移し雇用情勢にも改善が見られる一方で、原油高の高騰や米

国サブプライムローン問題による米国経済の減速懸念等不安定要素を含んだ状態が続いております。

　このような状況の中、引き続き当社は「中期経営戦略」（平成18年10月10日公表）を推進し、主力事業である「スー

パーデリバリー」の事業規模の拡大加速に注力して参りました。これにより、重要指標である「会員小売店数」「出展

企業数」「商材掲載数」が増加し、「スーパーデリバリー」における商品売上高が大幅に増加いたしました。一方で、

「会員小売店数」の獲得ペースを大幅に向上させるために広告宣伝費等の集客手段への投資を積極的に行ったこと及び

大阪支社開設に伴う地代家賃が増加した影響等により費用が全般的に増加した結果、当第3四半期（平成19年5月～平成

20年1月）における損益としては前年同期に比べ赤字幅が拡大する結果となりました。

　しかし、当第3四半期の3ヶ月間（平成19年11月～平成20年1月）は、当年度第1四半期及び第2四半期のそれぞれ3ヶ月

間における損益との比較で赤字幅が大幅に縮小しております。具体的な理由としましては、「中期経営戦略」開始以降、

重要指標の1つである「会員小売店数」の獲得ペースを大幅に向上させるため、広告宣伝費等の集客手段への投資を積極

的に行ってまいりましたが、当第3四半期より、より効果的かつ効率的な集客手段に集中投資を行った結果、一定の拡大

ペースを維持しながらも広告宣伝費を抑制することが出来たこと、その他、出展企業に対する料金体系の変更により切

り替え導入した出展基本料（平成18年11月契約企業から導入）が料金体系の変更から1年が経過し、ようやく安定的に収

益及び利益の増加要因として貢献するようになったことが要因となっております。料金体系の変更は収益構造の改善・

強化を図るために行っており、具体的には、それまで参加時に出展初期費用として40万円、その後1年経過後から毎年出

展更新料として15万円を徴収していた料金体系を廃止し、出展後毎月4万円の出展基本料を徴収する積み上げ式料金体系

への変更でした。当該料金体系の変更は一時的な収益及び利益の減少要因となっておりましたが、変更から1年が経過し

1年分の出展基本料が積み上がり、ようやく安定的に収益及び利益の増加要因として貢献するようになりました。

　この結果、当第3四半期の業績につきましては、売上高は4,065,456千円（前年同期比70.5％増）となりました。また、

営業損失は163,625千円（前年同期営業損失78,778千円）、経常損失は163,455千円（前年同期経常損失76,744千円）、

当第3四半期純損失は165,672千円（前年同期当第3四半期純損失135,082千円）となりました。

　事業別の業績は以下の通りとなりました。

 

①スーパーデリバリー

　「スーパーデリバリー」については、重要指標である会員小売店数（前期末比5,247店舗増）、出展企業数（前期末比

177社増）及び商材掲載数（前期末比63,754点増）の拡大を推進した結果、重要指標の大幅な増加に伴い商品売上高が大

幅に増加する結果となりました。その他、料金体系の変更から1年が経過し、ようやく出展基本料が安定的に収益及び利

益の増加要因として貢献するようになったこと、会員小売店獲得のための広告宣伝費をより効果的かつ効率的な集客手

段に集中投資を行う方法へ切り替えしたこと等も、売上高の拡大及び当第3四半期の3ヶ月間における全社的な赤字幅縮

小に貢献しております。

　一方で、ユーザビリティ向上を目的として平成19年12月より代金引換決済を開始いたしました。決済手段の追加によ

り、会員小売店に対しては利便性の向上と購入機会損失の解消、出展企業に対しては販売機会損失の解消に寄与し、

「スーパーデリバリー」における取引がより活発になり、ひいては当社の売上向上に繋がっていると認識しております。

　この結果、「スーパーデリバリー」の売上高は、3,672,170千円（前年同期比89.1％増）となりました。

 

②オンライン激安問屋 

　「オンライン激安問屋」については、引き続き売上総利益率の維持に努めました。また、業務の効率化のために前期

より推進していた出荷業務の内製化への移行が完了し、平成19年5月より100%内製化を実現しております。 

　この結果、「オンライン激安問屋」の売上高は、388,992千円（前年同期比11.5％減）となりました。

 

③関連事業 

　関連事業の一環として、平成18年4月より株式会社三洋倶楽部と代理店契約を締結し業務提携を行っております。当社

は会員小売店を株式会社三洋倶楽部に紹介し、株式会社三洋倶楽部が当社会員小売店に対して実行したビジネスローン

の貸出残高に応じて代理店手数料を受け取っております。なお、平成20年3月末をもって株式会社三洋倶楽部との代理店

契約を終了することにいたしました。そのため、新規の申込を平成19年12月末で終了しております。

　この結果、「関連事業」の売上高は、4,293千円となりました。
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(参考）経営指標  

会員小売店 出展企業（注１） 商材掲載（注２）

スーパーデリバリー 

20年４月期第３四半期 　15,862  839 169,371

19年４月期 10,615 662 105,617

オンライン激安問屋 

20年４月期第３四半期 54,717 2,042  14,870

19年４月期 44,977 1,926 17,141

 （注）１.スーパーデリバリーについては期間末現在において出展している企業数です。オンライン激安問　　

　　　  屋については商材掲載実績のある企業の累計値です。なお、2,042社のうち当第3四半期間中に掲載

　　　　　のあった出展企業数344社となっております。

 　　　２.スーパーデリバリーについては期間末現在で掲載されている商材数です。オンライン激安問屋に　　

　　　  ついては当第3四半期間中に掲載された商材数の合計です。

 

 

２．財政状態に関する定性的情報

①資産、負債及び純資産の状況

 当第3四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ資産合計は74,525千円減少し、1,510,218千円となりま

した。また、負債は94,128千円増加し、726,844千円、純資産は168,653千円減少し、783,373千円となりました。これら

の結果、自己資本比率は51.8%と8.3%低下することとなりました。

 

②キャッシュ・フローの状況

 当第3四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比べ223,438

円減少し、633,002千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第3四半期会計期間末における営業活動による資金の減少は277,079千円となりました。減少の主な要因は、税引前

第3四半期純損失163,954千円の計上及び取引量増大に伴う売上債権の増加136,570千円が発生したことによるものであり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第3四半期会計期間末のおける投資活動による資金の減少は38,044千円となりました。減少の主な要因は、ソフト

ウェア開発及びソフトウェア購入による無形固定資産の取得のための支出30,737千円によるものの他、大阪支社開設に

伴う有形固定資産取得のための支出912千円及び敷金の差入による支出646千円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第3四半期会計期間末における財務活動による資金の増加は91,685千円となりました。増加の要因は長期借入金によ

る収入が発生したことによるものであります。

 

３．業績予想に関する定性的情報

　当社では現在「中期経営戦略（平成18年10月10日公表）」を推進しており、経営資源を「スーパーデリバリー」へ集

中的に投下することで将来的な事業規模拡大と収益性の向上に邁進しております。会員小売店及び出展企業のユーザビ

リティの向上を図るため、積極的なシステム投資を行っております。一方で、会員小売店を獲得するための広告宣伝費

等による投資を積極的に行って参りましたが、今後はより効果的かつ効率的な投入方法に切り替えることで、一定の小

売店獲得ペースを維持しながらも広告宣伝費を抑制し、早期の利益体質への転換を推進して参ります。

 以上のことから、通期業績予想については平成19年6月8日公表「平成20年4月期の業績予想」より変更はございませ

ん。 
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４．四半期財務諸表

(1）四半期貸借対照表

  
前第３四半期会計期間末
（平成19年１月31日）

当第３四半期会計期間末
（平成20年１月31日）

前事業年度要約貸借対照表
（平成19年４月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  810,751   532,565   756,289   

２．売掛金  380,834   626,850   490,279   

３．有価証券  100,073   100,436   100,151   

４．たな卸資産  15,487   5,571   6,166   

５．その他  8,666   19,472   14,938   

貸倒引当金  △174   △574   △540   

流動資産合計   1,315,639 88.7  1,284,322 85.0  1,367,285 86.3

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※１ 4,996   21,017   25,598   

２．無形固定資産           

(1）ソフトウェア  78,412   100,207   63,780   

(2）ソフトウェア仮勘
定

 51,884   18,895   45,126   

(3）その他  1,199   1,081   1,170   

無形固定資産合計  131,496   120,184   110,077   

３．投資その他の資産  31,450   84,693   81,782   

固定資産合計   167,943 11.3  225,895 15.0  217,457 13.7

資産合計   1,483,582 100.0  1,510,218 100.0  1,584,743 100.0
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前第３四半期会計期間末
（平成19年１月31日）

当第３四半期会計期間末
（平成20年１月31日）

前事業年度要約貸借対照表
（平成19年４月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金  232,377   401,475   321,590   

２．短期借入金  ―   33,200   ―   

３．１年以内返済予定の
長期借入金

 9,705   33,600   5,815   

４．１年以内償還予定の
社債

 16,000   51,000   49,000   

５．未払費用  10,830   12,606   18,890   

６．引当金  12,201   17,841   19,236   

７．その他 ※２ 56,182   71,421   141,168   

流動負債合計   337,296 22.7  621,144 41.1  555,701 35.1

Ⅱ　固定負債           

１．社債  18,000   50,500   77,000   

２．長期借入金  ―   55,200   ―   

３．その他  6,517   ―   14   

固定負債合計   24,517 1.7  105,700 7.0  77,014 4.8

負債合計   361,813 24.4  726,844 48.1  632,716 39.9

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   739,600 49.9  739,900 49.0  739,900 46.7

２．資本剰余金           

(1）資本準備金  593,000   593,300   593,300   

資本剰余金合計   593,000 39.9  593,300 39.2  593,300 37.4

３．利益剰余金           

(1）その他利益剰余金           

繰越利益剰余金  △210,855   △546,866   △381,193   

利益剰余金合計   △210,855 △14.2  △546,866 △36.2  △381,193 △24.0

株主資本合計   1,121,744 75.6  786,333 52.0  952,006 60.1

 Ⅱ  評価・換算差額等           

１．その他有価証券評価
差額金

  24 0.0  △2,959 △0.2  21 0.0

 評価・換算差額等合
 計

  24 0.0  △2,959 △0.2  21 0.0

純資産合計   1,121,769 75.6  783,373 51.8  952,027 60.1

負債及び純資産合計   1,483,582 100.0  1,510,218 100.0  1,584,743 100.0
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(2）四半期損益計算書

  
前第３四半期会計期間

（自　平成18年５月１日
至　平成19年１月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成19年５月１日
至　平成20年１月31日）

前事業年度要約損益計算書
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   2,384,616 100.0  4,065,456 100.0  3,334,631 100.0

Ⅱ　売上原価   1,839,306 77.1  3,310,446 81.4  2,595,746 77.8

売上総利益   545,310 22.9  755,009 18.6  738,884 22.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費   624,088 26.2  918,634 22.6  943,961 28.3

営業損失   78,778 3.3  163,625 4.0  205,076 6.1

Ⅳ　営業外収益 ※１  3,426 0.1  3,015 0.0  4,949 0.1

Ⅴ　営業外費用 ※２  1,392 0.0  2,845 0.0  3,347 0.1

経常損失   76,744 3.2  163,455 4.0  203,474 6.1

Ⅵ　特別利益   646 0.0  ― ―  907 0.0

Ⅶ　特別損失   267 0.0  499 0.0  43,564 1.3

税引前第３四半期
（当期）純損失

  76,364 3.2  163,954 4.0  246,130 7.4

法人税、住民税及び
事業税

 1,717   1,717   2,290   

法人税等調整額  57,000 58,717 2.5 ― 1,717 0.0 57,000 59,290 1.7

第３四半期（当期）
純損失

  135,082 5.7  165,672 4.0  305,420 9.1
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(3）第３四半期株主資本等変動計算書

前第３四半期会計期間（自　平成18年５月１日　至　平成19年１月31日）　　　　　　　

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証券評

　　価差額金資本準備金
その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年４月30日残高
（千円）

717,900 571,800 △75,773 1,213,926 ― 1,213,926

第３四半期中の変動額       

ストックオプションの権利行
使による株式の発行
(千円）

21,700 21,200  42,900  42,900

第３四半期純損失（千円）   △135,082 △135,082  △135,082

株主資本以外の項目の第３四
半期中の変動額（純額）
（千円）

    24 24

第３四半期中の変動額合計
（千円）

21,700 21,200 △135,082 △92,182 24 △92,158

平成19年１月31日残高
（千円）

739,600 593,000 △210,855 1,121,744 24 1,121,769

当第３四半期会計期間（自　平成19年５月１日　至　平成20年１月31日）　　　　　　　　

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証券評

　　価差額金資本準備金
その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成19年４月30日残高
（千円）

739,900 593,300 △381,193 952,006 21 952,027

第３四半期中の変動額       

第３四半期純損失（千円）   △165,672 △165,672  △165,672

株主資本以外の項目の第３四
半期中の変動額（純額）
（千円）

    △2,981 △2,981

第３四半期中の変動額合計
（千円）

― ― △165,672 △165,672 △2,981 △168,653

平成20年１月31日残高
（千円）

739,900 593,300 △546,866 786,333 △2,959 783,373

前事業年度の要約株主資本等変動計算書（自　平成18年５月１日　至　平成19年４月30日）　　

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証券評

　　価差額金資本準備金
その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年４月30日残高
（千円）

717,900 571,800 △75,773 1,213,926 ― 1,213,926

事業年度中の変動額       

ストックオプションの権利行
使による株式の発行
(千円）

22,000 21,500  43,500  43,500

当期純損失（千円）   △305,420 △305,420  △305,420

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）
（千円）

    21 21

事業年度中の変動額合計
（千円）

22,000 21,500 △305,420 △261,920 21 △261,899

平成19年４月30日残高
（千円）

739,900 593,300 △381,193 952,006 21 952,027
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(4）四半期キャッシュ・フロー計算書

  
前第３四半期会計期間

（自　平成18年５月１日
至　平成19年１月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成19年５月１日
至　平成20年１月31日）

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前第３四半期(当期)純利益（△損
失）

 △76,364 △163,954 △246,130

減価償却費  18,401 25,843 26,203

貸倒引当金の増減額（減少：△）  △1,644 33 △1,278

賞与引当金の増減額（減少：△）  △1,997 △4,903 4,871

販売促進引当金の増減額（減少：△）  ― 3,500 ―

受取利息及び受取配当金  △592 △2,292 △1,436

支払利息  733 1,276 806

社債利息  563 1,318 723

売上債権の増減額（増加：△）  △50,985 △136,570 △160,430

たな卸資産の増減額（増加：△）  2,117 603 11,354

仕入債務の増減額（減少：△）  51,062 79,885 140,275

前受金の増減額（減少：△）  ― 4,062 94

前渡金の増減額（増加：△）  ― △2,557 4,461

未払消費税等の増減額（減少：△）  △7,360 10,547 △11,634

その他  21,126 △91,680 114,003

小計  △44,938 △274,887 △118,115

利息及び配当金の受取額  513 2,292 1,436

利息の支払額  △1,099 △2,231 △1,363

本社移転に伴う支出  ― ― △5,934

法人税等の支払額  △2,290 △2,252 △2,290

営業活動によるキャッシュ・フロー  △47,814 △277,079 △126,266

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  ― △912 △3,853

無形固定資産の取得による支出  △45,599 △30,737 △53,863

投資有価証券の取得による支出  △26,315 △5,000 △26,315

投資有価証券の売却による収入  11,962 ― 11,695

敷金・保証金の差し入れによる支出  700 △646 △48,251

その他  △815 △748 △2,460

投資活動によるキャッシュ・フロー  △60,067 △38,044 △123,050
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前第３四半期会計期間

（自　平成18年５月１日
至　平成19年１月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成19年５月１日
至　平成20年１月31日）

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入による収入  ― 50,000 ―

      短期借入金の返済による支出  ― △16,800 ―

      長期借入による収入  ― 100,000 ―

長期借入金の返済による支出  △64,570 △17,015 △68,460

社債の発行による収入  ― ― 98,340

社債の償還による支出  △8,000 △24,500 △16,000

ストックオプションの権利行使による収
入

 42,900 ― 43,500

財務活動によるキャッシュ・フロー  △29,670 91,685 57,380

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ― ―

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  △137,552 △223,438 △191,936

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  1,048,376 856,440 1,048,376

Ⅶ　現金及び現金同等物の第３四半期期末（期
末）残高

※１ 910,824 633,002 856,440
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四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前第３四半期会計期間

（自　平成18年５月１日
至　平成19年１月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成19年５月１日
至　平成20年１月31日）

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　第３四半期会計期間末日の

市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法によっておりま

す) 

 時価のないもの

――――――――

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　　　　同左

 

 

 

 

 

 時価のないもの

　移動平均法による原価法を

採用しております。

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によって

おります) 

 

 時価のないもの

同左

  (2）たな卸資産

商品

個別法による原価法

(2）たな卸資産

商品

同左

(2）たな卸資産

商品

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物・・・・・・・３～15年

工具器具備品・・・５～６年

(1）有形固定資産

同左

(追加情報）

平成19年３月31日以前に取得した

有形固定資産のうち償却可能限度

額までの償却が終了しているもの

について、当四半期会計期間より

残存簿価を５年間で均等償却して

おります。なお、当該変更に伴う

損益への影響は軽微であります。

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産

定額法

　ただし、ソフトウェア（自社

利用）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づ

く定額法

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

 (3）長期前払費用

定額法

(3）長期前払費用

同左

(3）長期前払費用

同左

３．繰延資産の処理方法 　　社債発行費

――――――――

　　社債発行費

――――――――

　　社債発行費

支出時に全額費用として処理

しております。

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上して

おります。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち当第３四半

期会計期間に負担すべき金額を計

上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち当事業年度

に負担すべき金額を計上しており

ます。

 (3）販売促進引当金

　販売促進を目的とするポイント

制度により小売店に付与されたポ

イント利用に備えるため、当第３

四半期会計期間末において将来利

用されると見込まれる額を計上し

ております。

(3）販売促進引当金

同左

(3）販売促進引当金

　販売促進を目的とするポイント

制度により小売店に付与されたポ

イント利用に備えるため、当事業

年度において将来利用されると見

込まれる額を計上しております。
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項目
前第３四半期会計期間

（自　平成18年５月１日
至　平成19年１月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成19年５月１日
至　平成20年１月31日）

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

６．四半期キャッシュ・フ

ロー計算書（キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資から

なっております。

同左 同左

７．その他四半期財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

 消費税等の会計処理

同左

四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前第３四半期会計期間
（自　平成18年５月１日
至　平成19年１月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成19年５月１日
至　平成20年１月31日）

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準）

　当第３四半期会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号　平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は　　

1,121,769千円であります。

　なお、中間財務諸表等規則の改正により、当

第３四半期会計期間における貸借対照表の純資

産の部については、改正後の中間財務諸表等規

則により作成しております。

 

 ──────
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年

12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は　　

952,027千円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資

産の部については、財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の財務諸表等規則より作成しており

ます。
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(5）注記事項

（四半期貸借対照表関係）

前第３四半期会計期間末
（平成19年１月31日）

当第３四半期会計期間末
（平成20年１月31日）

前事業年度末
（平成19年４月30日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

14,123千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

 13,492千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

8,749千円

※２．消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動

負債の「その他」に含めて表示しておりま

す。

※２．消費税等の取扱い

同左

※２．消費税等の取扱い

――――――――

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期会計期間
（自　平成18年５月１日
至　平成19年１月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成19年５月１日
至　平成20年１月31日）

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 83千円

受取配当金 508千円

受取利息 663千円

受取配当金 1,628千円

受取利息 519千円

受取配当金

受取手数料

917千円

3,256千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 733千円

社債利息 563千円

支払利息 1,276千円 

社債利息 1,318千円 

支払利息 806千円

社債利息 723千円

社債発行費 1,659千円

３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額

有形固定資産 1,480千円

無形固定資産 16,929千円

有形固定資産 5,214千円

無形固定資産 20,629千円

有形固定資産 2,453千円

無形固定資産 23,750千円
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（四半期株主資本等変動計算書関係）

前第３四半期会計期間（自　平成18年５月１日　至　平成19年１月31日）

１.発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 前事業年度末株式数(株)
当第３四半期会計期間増加

株式数(株)

当第３四半期会計期間減少

株式数(株)
当第３四半期末株式数(株)

 発行済株式     

普通株式（株） 8,808 220 ― 9,028

合計 8,088 220 ― 9,028

(注)1.発行済株式の増加220株は新株予約権の行使によるものであります。

 

 　　２.新株予約権に関する事項

 　　　　該当事項はありません。

 　　３.配当に関する事項

 　　　　該当事項はありません。

当第３四半期会計期間（自　平成19年５月１日　至　平成20年１月31日）

１.発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 前事業年度末株式数(株)
当第３四半期会計期間増加

株式数(株)

当第３四半期会計期間減少

株式数(株)
当第３四半期末株式数(株)

 発行済株式     

普通株式（株） 9,031 ― ― 9,031

合計 9,031 ― ― 9,031

 

 　　２.新株予約権に関する事項

 　　　　該当事項はありません。

 　　３.配当に関する事項

 　　　　該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年５月１日　至　平成19年４月30日）

１.発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 前事業年度末株式数(株) 当事業年度増加株式数(株) 当事業年度減少株式数(株) 当事業年度末株式数(株)

 発行済株式     

普通株式（株） 8,808 223 ― 9,031

合計 8,808 223 ― 9,031

(注)1.発行済株式の増加223株は新株予約権の行使によるものであります。

 

 　　２.新株予約権に関する事項

 　　　　該当事項はありません。

 　　３.配当に関する事項

 　　　　該当事項はありません。
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期会計期間
（自　平成18年５月１日
至　平成19年１月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成19年５月１日
至　平成20年１月31日）

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

※１．現金及び現金同等物の第３四半期期末残

高と四半期貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の第３四半期期末残

高と四半期貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成19年１月31日現在）

（千円）

（平成20年１月31日現在）

（千円）

（平成19年４月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 810,751千円

有価証券勘定 100,073千円

現金及び現金同等物 910,824千円

現金及び預金勘定 532,565千円

有価証券勘定 100,436千円

現金及び現金同等物 633,002千円

現金及び預金勘定 756,289千円

有価証券勘定 100,151千円

現金及び現金同等物 856,440千円

（リース取引関係）

前第３四半期会計期間
（自　平成18年５月１日
至　平成19年１月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成19年５月１日
至　平成20年１月31日）

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース物件（借

主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び第３

四半期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース物件（借

主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び第３

四半期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース物件（借

主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末

残高相当額

 

取得価額
相当額
 
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

第３四半
期末残高
相当額
 
（千円）

工具器具及び
備品

32,090 2,726 29,364

ソフトウェア 3,108 569 2,538

合計 35,198 3,295 31,902

なお、取得価額相当額は、未経過リース料

第３四半期末残高が有形固定資産の第３四

半期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

 

取得価額
相当額
 
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

第３四半
期末残高
相当額
 
（千円）

工具器具及び
備品

63,117 19,067 44,049

ソフトウェア 5,509 1,751 3,758

合計 68,627 20,818 47,808

 

取得価額
相当額
 
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
 
（千円）

工具器具及び
備品

37,193 4,166 33,026

ソフトウェア 2,800 653 2,146

合計 39,993 4,820 35,173

(2）未経過リース料第３四半期末残高相当額等

未経過リース料第３四半期末残高相当額

(2）未経過リース料第３四半期末残高相当額等

未経過リース料第３四半期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 6,399千円

１年超 26,251千円

合計 32,650千円

１年内 14,523千円

１年超 　35,128千円

合計 49,651千円

１年内 7,408千円

１年超 28,788千円

合計 36,197千円

なお、未経過リース料第３四半期末残高相

当額は、未経過リース料第３四半期末残高

が有形固定資産の第３四半期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び

減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び

減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び

減損損失

支払リース料 2,444千円

減価償却費相当額 2,444千円

支払リース料 12,143千円

減価償却費相当額 11,115千円

支払利息相当額 1,605千円

支払リース料 4,387千円

減価償却費相当額 4,726千円

支払利息相当額 684千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

 (5)利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左
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前第３四半期会計期間
（自　平成18年５月１日
至　平成19年１月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成19年５月１日
至　平成20年１月31日）

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

 前第３四半期会計期間（自　平成18年５月１日　至　平成19年１月31日）

　　１.その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（千円）
第３四半期貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

  投資信託 15,000 15,041 41

 合計 15,000 15,041 41

 

　　２.時価評価されていない主な有価証券の内容

 第３四半期貸借対照表計上額（千円）

 その他有価証券

 　　　フリーファイナンシャルファンド

 

 100,073

 

 当第３四半期会計期間（自　平成19年５月１日　至　平成20年１月31日）

　　１.その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（千円）
第３四半期貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

  投資信託 20,000 17,040 △2,959

 合計 20,000 17,040 △2,959

 

　　２.時価評価されていない主な有価証券の内容

 第３四半期貸借対照表計上額（千円）

 その他有価証券

 　　　フリーファイナンシャルファンド

 

 100,436

 

 前事業年度（自　平成18年５月１日　至　平成19年４月30日）

　　１.その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（千円） 貸借対照表計上額（千円） 差額（千円）

  投資信託 15,000 15,036 36

 合計 15,000 15,036 36

 

　　２.時価評価されていない主な有価証券の内容

 貸借対照表計上額（千円）

 その他有価証券

 　　　フリーファイナンシャルファンド

 

100,151 

 

（デリバティブ取引関係）

前第３四半期会計期間
（自　平成18年５月１日
至　平成19年１月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成19年５月１日
至　平成20年１月31日）

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

　当社はデリバティブ取引を全く利用しており

ませんので、該当事項はありません。

同左 同左

（持分法損益等）

前第３四半期会計期間
（自　平成18年５月１日
至　平成19年１月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成19年５月１日
至　平成20年１月31日）

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

　当社は関連会社がないため、該当事項はあり

ません。

同左 同左
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（ストック・オプション等関係）

 　　　 前第３四半期会計期間（自　平成18年５月１日　至　平成19年１月31日）

 　　　   該当事項はありません

 

 　　   当第３四半期会計期間（自　平成19年５月１日　至　平成20年１月31日）

 　　　　 該当事項はありません

 

前事業年度（自　平成18年５月１日　至　平成19年４月30日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

平成12年

新株引受権

平成16年

第1回 新株予約権

平成17年

第2回 新株予約権

付与対象者の区分及び数
当社取締役　　　2名

当社従業員　　 14名

当社取締役　　　2名

当社監査役　　　2名

当社従業員　　 29名

当社取締役　　　1名

当社監査役　　　1名

当社従業員　　 32名

株式の種類別の

ストック・オプションの数
普通株式　　 　52株 普通株式　　　877株 普通株式　　　137株

付与日 平成12年７月25日 平成16年８月６日 平成17年８月12日

権利確定条件  (注)１  (注)２  (注)２

対象勤務期間
 対象勤務期間の定めはありま

せん

 対象勤務期間の定めはありま

せん

 対象勤務期間の定めはありま

せん

権利行使期間
 自平成14年８月１日

至平成19年７月31日

 自平成18年９月１日

至平成26年７月29日

 自平成19年９月１日

至平成27年７月29日

平成17年

第2回の2 新株予約権

付与対象者の区分及び数 当社従業員　　  5名

株式の種類別の

ストック・オプションの数
普通株式　　　 13株

付与日 平成17年10月21日

権利確定条件  (注)２

対象勤務期間
 対象勤務期間の定めはありま

せん

権利行使期間
 自平成19年９月１日

至平成27年７月29日

 (注)１．権利確定条件は次のとおりであります。

 　　　（イ)　行使期間内であっても、当社の発行する株式が公開株式として承認され、売買が開始された日を経過しない限り、権利行使する

　　　　　　ことができない。

 　　　（ロ)　その他の条件については、定時株主総会の決議に基づき、当社と対象者との間で締結した「新株引受権付与契約書」に定めてお

　　　　　　ります。なお、契約内容については、平成12年11月3日開催の臨時株主総会決議にて一部変更となっております。

 (注)２．権利確定条件は次のとおりであります。

 　     (イ)　新株予約権の一部行使はできないものとする。

 　　　（ロ)　新株予約権者は、行使時において、当社の取締役、監査役、または従業員もしくは当社が直接もしくは間接に過半数の株式を有

　　　　　　する当社の子会社および関連会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。但し、当社または当社の子会社の取締役、

　　　　　　監査役を任期満了により退任した場合、定年退職した場合、当社都合の退職の場合、その他正当な理由がある場合で、当社が書面

　　　　　　で認めた場合についてはこの限りではない。

 　　　 (ハ)　新株予約権は、譲渡、質入、担保の設定その他処分することができない。

 　　　（ニ)　新株予約権者が死亡した場合、相続人がこれを行使することができない。

 　　　（ホ)　その他の条件については、定時株主総会の決議に基づく「新株予約権の要項」に定めております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載

しております。

①　ストック・オプションの数

平成12年

新株引受権

平成16年

第1回 新株予約権

平成17年

第2回 新株予約権

権利確定前　　　　　　（株）    

前事業年度末 ― 866 136

付与 ― ― ―

失効 ― ― 14

権利確定 ― 866 ―

未確定残 ― ― 122

権利確定後　　　　　　（株）    

前事業年度末 8 ― ―

権利確定 ― 866 ―

権利行使 8 215 ―

失効 ― 2 ―

未行使残 ― 649 ―

平成17年

第2回の2 新株予約権

権利確定前　　　　　　（株）  

前事業年度末 12

付与 ―

失効 ―

権利確定 ―

未確定残 12

権利確定後　　　　　　（株）  

前事業年度末 ―

権利確定 ―

権利行使 ―

失効 ―

未行使残 ―
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②　単価情報

平成12年

新株引受権

平成16年

第1回 新株予約権

平成17年

第2回 新株予約権

権利行使価格　　　　　　（円） 62,500 200,000 200,000

行使時平均株価　　　　　（円） 1,127,742 607,339 ―

平成17年

第2回の2 新株予約権

権利行使価格　　　　　　（円） 200,000

行使時平均株価　　　　　（円） ―

（１株当たり情報）

前第３四半期会計期間
（自　平成18年５月１日
至　平成19年１月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成19年５月１日
至　平成20年１月31日）

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

１株当たり純資産額 124,254円46銭

１株当たり第３四半期純損失

金額
15,208円56銭

１株当たり純資産額 86,742円77銭

１株当たり第３四半期純損失

金額
18,344円83銭

１株当たり純資産額 105,417円72銭

１株当たり当期純損失金額 34,332円38銭

 なお、潜在株式調整後1株当たり第３四半期純

利益金額については、潜在株式は存在するもの

の1株当たり第３四半期純損失が計上されてい

るため記載しておりません。

 同左  なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金

額については、潜在株式は存在するものの1株

当たり当期純損失が計上されているため記載し

ておりません。

　（注）　１株当たり四半期（当期）純利益算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第３四半期会計期間

（自　平成18年５月１日
至　平成19年１月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成19年５月１日
至　平成20年１月31日）

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

１株当たり第３四半期（当期）純利益金額

（千円）
   

第３四半期（当期）純利益（△純損失）

（千円）
△135,082 △165,672 △305,420

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ―

普通株式に係る第３四半期（当期）純利益

（△純損失）（千円）
△135,082 △165,672 △305,420

期中平均株式数（株） 8,882 9,031 8,896

潜在株式調整後１株当たり第３四半期（当

期）純利益金額
   

第３四半期（当期）純利益調整額

（千円）
― ― ―

普通株式増加数 ― ― ―

（うち新株引受権）（個）  (―)  (―)  (―)

（うち新株予約権）（個）  (―)  (―)  （―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり第３四半期（当期）純利益金

額の算定に含めなかった潜在株式の概要

────── ────── ──────
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